
福祉事務所をめぐる社会福祉  
の動向について  

社会・援護局総務課   



【趣 旨】  児童福祉法等の一部を改正する法律案概要  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略等を踏まえ、家庭的保育事業等の新たな子育て支援サービスの創設、虐待を受け  
た子ども等に対する家庭的環境における養護の充実、仕事と生活の両立支援のための一般事業主行動計画の策定の促進な  
ど、地域や職場における次世代育成支援対策を推進するための所要の改正を行う。  

【主な内容】  

Ⅰ 地域における次世代育成支援対策の推進  

聯（児童福祉法等の一部改正）  
○ 一定の質を確保しつつ、多様な主体による保育サービスの普及促進とすべての家庭における子育て支援の拡充を因るため、新たに家庭的保育   
事業（保育ママ）、すべての子どもを対象とした一時預かり事業、乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤らやん事業）、養育支援訪問事業及び地   
域子育て支援拠点事業を法律上創設し、市町村におけるサービスの実施の促進等を図る。  鋤打卜部改正）  
○ 里親制度を社会白勺養護の受皿として拡充するため、責子縁組を前提としない里親（養育里親）を制度化し、一定の研修を要件とするなど里親制   

度を見直す。  

○ 家庭的な環境における子どもの養育を推進するため、虐待を受けた子ども等を養育者の住居において薫育する事業（ファミリーホーム）を創設。  
○ 児童養護施設等の内部における虐待対策の強化のため、虐待を発見した者の通告義務等を設けるほか、地域における児童虐待対策の強化を行う。  

卵割話（次世代育成支援対策推進法の一部改正）  
○ 働き方の見直しも踏まえた中長期白勺な子育て支援サービスの基盤整備を図るため、市町村の行動計画策定に当たり参酌すべき保育サービスの量  
等に関する標準を国において定める等の見直しを行う。  

Ⅱ 職場における次世代育成支援対策の推進  

仕事と家庭の両立支援の促進（次世代育成支援対策推進法の一部改正）  

○ 仕事と家庭の両立を支援するための雇用環境の整備等について事業主が策定する一般事業主行動計画の策定・届出の義務づけの対象範囲を   

従業員301人以上企業から従業員101人以上企業に拡大する。  

○ 一般事業主行動計画の公表・従業員への周知を計画の策定・届出義務のある企業に義務づける。  

（施行期日）  

○ 原則として平成21年4月1日。（Ⅰの③の行動計画策定指針の見直し等は公布の白から起算して6ケ月を超えない範囲で政令で定める日、家庭的保育事業   

（保育ママ）の制度化等は平成22年4月1日、Ⅱの一般事業主行動計画の対象範囲の拡大は平成23年4月1日）   



児童福祉法等の一部を改正する法律案の主な内容  

1児童福祉法の一部改正①（子育て支援事業等を法律上位置付けることによる質の確保された事業の音及促進）  

1）子育て支援事業を法律上位置付け（平成21年4月施行）  
○ 以下の事業について、法律上位置付けるとともに、省令で必要な基準等を設け、都道府県知事への届出■指導   
監督等にかからしめることとする。  
①
②
③
④
 
 

乳児家庭全戸訪問事業（※いわゆる生後4か月までの全戸訪問事業）  
養育支援訪問事業（※いわゆる育児支援家庭訪問事業）  

時預かり事業  

○ また、市町村は、これら①～④の事業が着実に実施されるよう必要な措置の実施に努めるものとする。   

※ 上記の改正に併せて社会福祉法を改正し、上記事業及び2（2）の小規模住居型児童養育事業について、第2種社会福祉事業と   

することにより、必要な社会福祉法の事業開始・指導監督規定や、消費税等の非課税措置の対象とする。  

2）家庭的保育事業を法律上位置付け（平成22年4月施行）  
○ 保育に欠ける乳幼児を、家庭的保育者（市町村長が行う研修を修了した保育士その他の省令で定める看であっ   
て、これらの乳幼児の保育を行う者として市町村長が適当と認めるもの）の居宅等において保育する事業につい   
て、法律上位置付けるとともに、省令で必要な基準等を設ける。   

○ 市町村の保育の実施責任に関する規定に、保育所における保育を補完するものとして家庭的保育事業を位置   
付ける。   

○ 市町村は、事前に都道府県知事に届け出て家庭的保育事業を行うことができるものとし、都道府県による指導  
監督等にかからしめることとする。  

2 児童福祉法の改正②（困難な状況にある子どもや家庭に対する支援の掛ヒ）  

（1）里親制度の改正（平成21年4月施行）   

○ 養子縁組を前提とした里親と養育里親を区別し、養育里親の要件について一定の研修を修めることとする等里親  
制度を見直す。   
○ 都道府県の業務として、里親に対する相談等の支援を行うことを明確化し、当該業務を一定の要件を満たすもの  
に委託できることとする。   

（2）小規模住居聖児童養育事業の創設（平成21年4月施鞘   

○ 要保護児童の委託先として、養育者の住居で要保護児童を養育する事業（ファミリーホーム）を創設し、養育者の  
要件等事業に関する要件を定めるほか、都道府県の監督等必要な規定を設ける。   

（3）欄摘湖沼ニ（平成21年4月施行）  
○ 要保護児童対策地域協議会の協議対象を、養育支援が特に必要である児童やその保護者、妊婦に拡大するほか、   
要保護児童対策調整機関に、一定の要件を満たす者を置く努力義務を課す。   

（4）卿施行）  
○ 児童自立生活援助事業について、対象者の利用の申込みに応じて提供することとするとともに、義務教育終了後の  
児童のほか、20歳未満の者を支援の対象として追加する等の見直しを行う。   

内虐待の防止（平成21年4月施粒  

○ 児童養護施設等における虐待を発見した者の通告義務、通告があった場合の都道府県や都道府県児童福祉審  
議会等が講ずべき措置等施設内虐待の防止のための規定を設ける。   

（6）その他（平成21年4月（提供体制の計画的整備は平成22年4月）施鞘  

○ 児童相談所における保護者指導を児童家庭支援センター以外の一定の要件を満たす者にも委託できることとする。  
○ 児童家庭支援センターについて、児童福祉施設への附置要件の廃止等を行う。  
○ 都道府県における里親や児童養護施設等の提供体制の計画的な整備について、必要な措置を講じる。  
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3 次世代育成支援対策推進法の一部改正①（地域における取組の促進）  

1）国による参酌標準の提示（公布から起…こ施行）  
○ 国は、市町村行動計画において、保育の実施の事業、放課後児童健全育成事業等に関する事項（量）を定めるに   
際して参考とすべき標準（参酌標準）を定めるものとする。  

2）地域行動 計画の策定等に対する労使の参画（公布から起算して6月以内施鞘  
○ 市町村及び都道府県は、行動計画を策定・変更しようとするときは、住民の意見を反映させるほか、労使を参画させ   
るよう努めるものとする。  

3）地域行動 計画の定期的な評価一見直し仲成22年4月施行）  

○市町村及び都道府県は、定期的に行動計画に基づく措置の実施状況等を評価し、計画の変更等の措置を講ずるよ  
う努めるものとする。  

4 次世代育成支援対策推進法の一部改正②（一般事業主による取組の促進）  

1）－一般車業主行動計画の策定・届出義務の対象の拡大（平成23年4月施桝  
○ 中小事業主のうち一定規模以上（100人超）の事業主について、行動計画を策定・届け出なければならないものとする。  

2）－一般事業主行動計画の公表・周知（平成21年4月施鞘  

○行動計画の策定・届出義務のある事業主について、行動計画の公表及び従業員への周知を義務づけるとともに、   

行動計画の策定・届出が努力義務の事業主についても、同様の努力義務を設ける。  

子育て支援事業の定義規定のイメージ  

1乳児家庭全戸訪問事業  

市町村内における原則としてすべての乳児のいる家庭を訪問することにより、厚生労働省令で定めるところにより、①子  
育てに関する情報の提供、②乳児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握を行うほか、③養育についての  
相談に応じ、助言その他の援助を行う事業  

2 養育支援訪問事業  

厚生労働省令で定めるところにより、乳児家庭全戸訪問事業の実施その他により把握した①保護者の養育を支援する  
ことが特に必要と認められる児童及びその保護者、②保護者に監護させることが不適当であると認められる児童及びそ  
の保護者、③出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対し、その養育が  
適切に行われるよう、これらの者の居宅において、養育に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行う事業  

4  
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子育て支援事業の事業開始・指導監督の仕組みのイメージ  

※ このほか、第2種社会福祉事業として位置付けた事業（乳児家庭全戸訪問事業・養育支援家訪問事業・地域子育て支援  
拠点事業・一時預かり事業）については、①寄付金の募集に際しての許可制度、②サービス利用者に対する情報提供努力  

載務、③利用申込み時の契約内容等の説明の努力義務、④自己評価等の質の向上の努力義務、⑤誇大広告の禁止等の  
社会福祉法の規定のほか、（診消費税等の非課税措置の対象となる。  
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障害者自立支援法等の見直し等について  

平成21年度障害福祉サービス幸関州改定の概要  

平成21年4月の障害福祉サービス費用（いわゆる報酬）の額の改定については、プラス5．1％の改定を行うこ  

ととし、新体系事業、旧法施設及び障害児施設について、次の基本的な視点に立った改定を行う。   

1．良質な人材の確保   

障害福祉サービスにおける福祉・介護人材の確保が困難である現状を改善し、質の高いサービスを安定的  

に提供するためには、福祉・介護人材の処遇改善を進めることが必要であり、専門性のある人材の評価を高め  

ること等を通じて、良質な人材の確保を推進する。   

2．サービス提供事業者の経営基盤の安定   

利用者へのサービス提供基盤を確保するためには、サービス提供事業者が安定して事業を運営していくこと  

ができる状況が必要であることから、それぞれの事業の実情を十分に踏まえた上で、サービス提供事業者の経  

営基盤の安定を図るための措置を講じる。   

3．サービスの質の向上   

重度者への対応を含め、各サービスの目的・機能に即した良質なサービスの提供を促進することが重要であ  

り、障害特性へのきめ細かな配慮や医療的なケアへの対応など、障害福祉サービスの質の向上を図る。   

4．地域生活の基盤の充実   

地域生活を支える各種サービスの基盤整備を更に進めることが必要であることから、グループホーム・ケア  

ホームにおける支援体制の充実など、各サービスの地域生活支援機能を高める。  
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5．中山間地域等への配慮  

いわゆる中山間地域等においては、規模の拡大を図ることが困難である等の事情により厳しい経営環境にあ  

ることから、小規模事業所によるサービス提供や中山間地域等に居住している者に対する訪問系サービスの提  

供を評価することにより、地域におけるサービス提供体制の確保を図る。  

6．新体系への移行の促進  

新体系事業に移行した事業所は全体の約3割（平成20年4月現在）であり、移行をより一層促進するために  

は、新体系事業の報酬について旧法施設における人員配置等も踏まえてその充実を図ることが重要であり、就  

労継続支援事業における支援体制の充実を図るなど、新体系への円滑な移行のための環境を整備する。  

障害者自立支援法の見直しについて  
1．障害者自立支援法の3年後の見直し   
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附 則（検討）  

l第三条政府は、この法律の施行後三年を目 途として、この法律及び障害者等の福祉に関する他の法律の規定の  
l   ⊥▲＿ノ＿＿＿■■、、【  ＿一．．一＿．H＿．＿．＿．．．．．＿▲．．1▲＿王＿   ▲ ＿．＿．．＿＿＿＿」．▲＿ －．．＿ ⊥‖．．一＿．．」．．⊥ 
＿ 施行の状況、障害児の児童福祉施設への入所に係る実施主体の在り方等を勘案し、この法律の規定について、  
時事者等の範囲を含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。   

2政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、第二章第二節第五款、第三節及び第四節の規定の  
施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。   

3 政府は、障害者等の福祉に関する施策の実施の状況、障害者等の経済的な状況等を踏まえ、就労の支援を  
含めた障害者等の所得の確保に係る施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講  
ずるものとする。   

L－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■●■■－－t＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿1  

2．これまでの経緯  

○平成18年4月：障害者自立支援法の施行（同年10月に完全施行）   

○平成18年12月：法の円滑な運営のための特別対策（平成18年～平成20年度の3年間で国費：1．200億円）  

（①利用者負担の更なる軽減、②事業者に対する激変緩和措置、③新法への円滑な移行等のための緊急的な経過措置）   

○平成19年12月：与党・障害者自立支援に関するプロジ工クトチーム報告書  

（抜本的見直しの視点と9つの見直しの方向性の提示）  

：障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置  

（①利用者負担の見直し、②事業者の経営基盤の強化、③グループホーム等の整備促進）   

○平成20年4月～：社会保障幸議会障害者部会を開催し、3年後見直しに向け議論を行っているところ  

（その他、障害児支援の見直しに関する検討会、今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会を併せて開催。）  
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障害者自立支援法等の一部を改正する法律薫の概要  

① 利用者負担の見直し  

利用者負担の規定の見直し  

（課題）累次の対策により、負担上限額は大幅に引き下げられており、実質的に負担能力に応じた負担   
になっているが、法律上は1割負担が原則となっている。   

→法律上も負担能力に応じた負担が原則であることを明確化。   
（ただし、サービス利用量が少なく、1割負担の方が低い場合には1割）  

※例えば、現在、適所サービスの場合、市町村民税非課税世帯の負担限度故は月額1，500円。  

※ 利用者の実質負担率2．82％（H20．11国保連データ）  
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②障害者の範囲及び障害程度区分の見直し  

障害者の範囲の見直し  

（課題）発達障害は、概念的には精神障害に含まれるが、そのことが明確にされていない。   

→ 障害者自立支援法のサービスをより受けやすくする観点から、発達陣亭者が陸軍者の範囲に含まれ   
ることを法律上明示。  

※ 発達障害については、発達障害者支援法が整備され、発達障害の定義規定も置かれている。  
※ あわせて、高次脳機能障害が対象となることについて、通知等で明確にする。  

障害程度区分の見直し  

（課題）障害程度区分の名称・定義が、標準的な支援の度合を示す区分であることが分かりにくい。   

→  名称を「陣専支援区分」とし、定義についても、障青書等の障害の多様な特性その他の心身の状態に   

応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示す区分であることを明確化。  

※ 法律上の規定の見直しと並行して、障害程度区分そのものについても障害の多様な特性を踏まえて抜本的に見  

直す。  

※ 支給決定に当たって、別途障害者を取り巻く環境を勘案することについても、法律上明確化。  

③ 相談支援の充実  

相談支援体制の強化  

（課題）障害者の地域生活にとって相談支援は不可欠であるが、市町村ごとに取組状況に差がある。   

また、地域の支援体制づくりに重要な役割を果たす自立支援協議会の位置付けが法律上不明確。   

→ 地域における相談支援体制の強化を図るため中心となる総合的な相談支援センターを市町村に設置。   

→ 自立支援協議会について、設置の促進や運営の活性化のため、法律上に根拠を設ける。  

※ 市区町村における地域自立支援協議会の設置状況65％。（H20．4．1現在。20年度中に更に20％が設置予定）  

※ 平成19年12月の与党PT報告書においても、自立支援協議会の法令上の位置付けの明確化について指摘。   

→ 地域移行や地域定着についての相談支援の充実。（緊急時に対応できるサポート体制等）  

支給決定プロセスの見直し等  

（課題）サービス利用計画の作成については、（彰計画の作成が市町村の支給決定後となっている、②対   

象が限定されている、などの理由からあまり利用されていない。   

→ 支給決定の前にサービス利用計画案を作成し、支給決定の参考とするよう見直し。   

→ サービス利用計画作成の対象者を大幅に拡去。   

※現在のサービス利用計画作成費の対象者は、重度障害者等に限定されており、利用者数は1．920人（H20．4）  

h8一   



④ 障害児支援の強化  

児童福祉法を基本とした身近な支援の充実  

（課題）障害を持つ子どもが身近な地域でサービスを受けられる支援体制が必要。   

→ 重複障害に対応するとともに、身近な地域で支援を受けられるよう、障害種別等に分かれている現行   
の障害児施設（適所・入所）について＝云＿蛙。  

→在宅サービスや児童デイサービスの実施主体が市町村になっていることも踏まえ、適所サービス仁⊇   
いては市町村を実施主体とする（入所施設の実施主体は引き続き都道府県）。  

在園期間の延長措置の見直し  

（課題）18歳以上の障害児施設入所者について、障害者施策として対応すべきとの意見。  

（障害児支援の関係者で構成された『障害児支援の見直しに関する検討会』の中での議論）   

→18歳以上の入所者についモ蛙陸量者施策（障害者自立支援法）で対応するよう見直し。  

（その際、支援の必要な継続のための措置や、現に入所している者が退所させられることがないよう   

附則に必要な規定を設ける。特に重症心身障害者については十分に配慮する。）  

⑤ 地域における自立した生活のための支援の充実  

グループホーム・ケアホーム利用の際の助成の創設  

（課題）障害者の地域移行を促進するため、障害者が安心して暮らせる「住まいの場」を積極的に確保す   

る必要。   

→竺跡ム・ケアホ一過の支援を創設（利用に伴い必要となる費用の助成）。   

※ 身体障害者について、グループホーム・ケアホームを利用できるようにする。（告示）  

重度の視覚障害者の移動支援の個別給付化  

（課題）移動支援について、重度の肢体不自由者や知的障害者及び精神障害者については、自立支援   

給付とされているが、重度の視覚障害者については、地域生活支援事業（補助金）の中で行われている   

のみ。   

→重畳㈱こついてもし地域での暮らしを支援する観点から、皇室真塵盤坐¢製   

象とする。  

9   
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⑥その他  

事業者の業務管理体制の整備等  

（課題）障害福祉サービス事業の運営をより適正化することが必要。   

→事業者における法令遵守のための業務管理体制の整備、事業廃止時のサービス確保対策等。  

精神障害者の地域生活を支える精神科救急医療の整備等  

（課題）精神障害者の地域生活への移行及び地域生活の支援を推進することが必要。   

→都道府県による精神科救急医療体制の確保について法律上位置付け等。  
【精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の改正】   

→精神保健福祉士が、精神障害者の地域生活における相談支援を担っていることの明確化等。   
【精神保健福祉士法の改正】  

10   

害福祉サービス  予算の推  

障害福祉サービス予算は着実な伸びを確保している  

17年度  18年度  19年度  20年度  21年度  

予算案  

（注1）平成17年度については、自立支援法施行前の障害福祉サービス関係予算（支援費等）を積み上げたものである。  
（注2）平成18年度については、自立支援法施行前後の障害福祉サービス関係予算（支援費、自立支援給付等）を積み上げたものである。   
（自立支撲法は平成18年4月一部施行、同年10月完全施行）  

（注3）平成19年度～21年度については、自立支援法に基づく現行のサービス体系における予算（平成20年度は補正後）である。  

一10－  
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障害児支援施策の見直し  

＜＜児童福祉法＞＞   

（第2種社会福祉事業）  【市町村】  

＜＞  
【市町村】  

児童デイサービス  

＜＜児童福祉法＞＞  【都道府県】  

（第1種社会福祉事業（※を除く））  障害児通所支援  

■児童発達支援  

・医療型児童発達支援  

通
所
サ
ー
ビ
ス
 
 

放課後等デイサービス  

保育所等訪問支援  
′－－－－－－－－－－－－－－－－－－■■■●一■■一■一一一一【■‾‾‾‾、  

：※重症心身障害児堵通園事業（補助事業）： l 
、…＿…＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿…＿＿＿＿＿‖＿‖＿＿＿＿＿＿‖＿＿′  

（第1種社会福祉事業）  

知的障害児施設  

・知的障害児施設  

・第一種自閉症児施設（医）  

・第二種自閉症児施設  

（第1種社会福祉事業） 
【都道府県】  

障害児入所支援  入
所
サ
ー
ビ
ス
 
 

盲ろうあ児施設   

■盲児施設   

■ろうあ児施設  ■福祉型  

・医療型   肢体不自由児施設   

■肢体不自由児施設（医）   

■肢体不自由児療護施設  

重症心身障害児施設（医）  （医）とあるのは医療の  

提供を行っているもの  



福祉の支援が必要な刑務所出所者の現状  
厚 生 労 働 省  

社会・援護局  

○ 親族等の受入先がない満期釈放者は約7，200人。うち高齢者又は障害を抱え自立が困難な者   
は約1，000人。（平成18年法務省特別調査）  

0 65歳以上の満期釈放者の5年以内刑務所再入所率は70％前後と、64歳以下の年齢層（60％   
前後）に比べて高い（法務省特別調査）。しかも、65歳以上の再犯者のうち約4分の3が2年以内に再   
犯に及んでいる（平成19年版犯罪白書）。  

○ 調査対象受刑者27，024人のうち知的障害者又は知的障害が疑われる者が410名、療育手   

帳所持者は26名。知的障害者又は知的障害が疑われる者のうち犯罪の動機が「困窮・生活苦」   
であった者は36．8％（平成18年法務省特別調査）  

刑務所出所後、円滑に福祉サービス（障害者手帳の発給、社会福祉施設への入所など）へとつなぐための仕組  

福祉サービス、住居の設定、就労の確保ができな  
いまま出所  

地域生活定着支援センターについて   

出所後直ちに福祉サービス（障害者手帳の発給、社会福祉施設への入所など）につなげるための準備を、各都道府県の  
保護観察所と協働して進めるため、地域生活定着支援センタ瑚、所設置する。   
地域生活定着支援センターは、保護観察所と連携して、①出所後に必要な福祉サービス等のニーズ把握、帰任予定地の  
地域生活定着支援センターとの連絡等の事前調整を行う、刑事施設所在地において果たす役割と、②出所予定者の福祉  
サービス利用の受入先調整を行う、帰任予定地において果たす役割の2つの役割を併せ持つ。  

平成21年度予算  厚生労働省  

セーフテ  

（保護観察所と連携  先調整  A県保護観察所  
（A県内に帰任する場合）  

‾＿二  

＜A県地域生活定着支援センター＞   

※実施主体：都道府県（社会福祉法人  

NPO法人等に運営委託可）   

レ 

緋甜がB県  
＜B県地域生活定着支援センター＞  

A県内市町村   
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①刑務所所在地において果たす役割   

■刑務所又は保護観察所からの連絡を受けて、保護観察所と共に刑務所内で受刑者と面接し、出所後に   

必要となる福祉サービスの聞き取りを行う。  

・帰任予定地が他県である場合は、他県の地域生活定着支援センターに連絡し、対応を依頼。  

・帰任予定先が県内である場合は、障害者手帳の発給など必要となる福祉サービスの申請の事前準備を   

支援するとともに、グループホームや社会福祉施設など出所後の受入先を探す。  

・保護観察所、地域生活定着支援センター、受入先となる関係機関による会議を開催し、出所予定者の出   

所後の生活について検討する。  

②帰任予定地において果たす役割  

他県の地域生活定着支援センターから県内に帰任予定の出所予定者がいる旨連絡が入った場合は、  

福祉サービスの申請の事前準備を支援するとともに、グループホームや社会福祉施設など出所後の受  

入先を探す。  

保護観察所、地域生活定着支援センター、受入先となる関係機関による会議を開催し、出所予定者の出  
所後の生活について検討する。  

「地域生活定着支援センター」の平成21年度予算の概要（新規）   

○予算案：セーフティネット支援対策等事業費補助金210億円の内数  

○実施主体：都道府県（社会福祉法人、NPO法人等に運営委託可）  
○か所数：都道府県に各1か所、全47か所  
○補助率：定額（10／10相当）  

01か所当たり事業責：1300万円（初年度実施、9か月分の所要額）   
（内訳）   

①体制費  

・人件費（4名）t＝社会福祉士などを配置   

（診活動事務糞  

・活動旅費、機器等借料、通信運搬費、消耗品費、関係機関打合わせ会議経費  

一▼Uう ー   




